
 

 

公募型プロポーザル方式に係る手続開始のお知らせ 

 

次のとおり企画提案書の提出を求めます。なお、本業務にかかる契約の締結は、当該業

務に係る平成２７年度予算が成立し、予算の配当がなされることを条件とするものです。 

 

平成２７年２月２日 

世田谷区 

 

１．業務の概要 

（１）件名 

東京都市計画道路事業幹線街路補助線街路第４９号線Ⅱ期道路事業用地取得に係る

補償説明等業務委託 

（２）業務概要 

  東京都市計画道路事業幹線街路補助線街路第４９号線Ⅱ期道路事業（以下、「補助４

９号線Ⅱ期」という。）が平成２１年８月に認可され、これまで道路事業用地取得及び

これに伴う補償に関する業務を行っているところである。 

  本業務は、補助４９号線Ⅱ期において、最優先課題である堺橋の架け替えに必要な

道路事業用地箇所（世田谷区瀬田一丁目１番１号 ＳＥＴＡＨＡＵＳ）の取得に向け

て交渉を進めることを目的とする。 

（３）業務内容 

  補助４９号線Ⅱ期の道路事業用地取得及びこれに伴う補償に関する業務のうち、土

地及び建物の関係権利者に対し、土地の評価方法、建物等の補償方針及び補償額の算

定内容等の説明、補償金に関する税制度の説明、並びに権利者の求めに応じて代替地

の情報提供等を中心として、これに付随する業務を総合的に行うものとする。 

  取得対象用地面積：約141.55㎡ 

  権利者数：約25名、共用部分：2箇所 

  １）全体説明会等の開催 

  ２）現地調査等 

  ３）概況ヒアリング 

  ４）関係権利者の特定 

  ５）補償説明方針の策定及び補償説明用資料の作成等 

  ６）権利者等に対する補償説明 

  ７）物件補償調査及び補償額算定 

  ８）補償額算定書の照合 

  ９）補償額算定後の補償説明 

  10）補償説明記録簿 

  11）補償説明後の措置 

  12）承諾書及び配分協議書成立書等の受託 



  13）契約及びこれに付随する事務 

  14）移転履行状況等の確認 

  15）移転履行状況等確認後の措置 

  16）その他の業務 

（４）履行期間 

  契約日から平成２９年３月３１日まで 

  なお、平成２８年度以降の委託契約は年度ごとに行うこととし、前年の履行状況が

良好であること、予算配当の議決が得られることを条件とする。 

 

２．参加資格 

（１）地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第１項（同令第１

６７条の１１第１項において準用する場合も含む）の規程に該当しないこと。ま

た、同条第２項による措置を現に受けていないこと。 

（２）世田谷区の競争入札参加資格者名簿に登録されていること。 

（３）世田谷区から入札参加禁止または指名停止の措置を受けている期間中でないこと。 

（４）法人税、法人事業税、都道府県民税・市町村民税、消費税及び地方消費税に滞納

がないこと。 

（５）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）第１７条第１項に基づく更正手続き開

始申立または民事再生法（平成１１年法律第２２５号）第２１条第１項に基づく

民事再生手続開始申立をしていないこと。 

（６）提出された書類の記載事項が虚偽でないこと。 

（７）公共用地の取得に伴う損失補償基準等に基づく公共用地取得に係る補償業務の受

託実績を有すること。なお、補償額算定業務においては「損失補償算定標準書」

及び「東京都の事業の施行に伴う損失補償基準」いずれの算定基準に基づく補償

算定業務についても実績があること. 

（８）「補償コンサルタント登録規程（昭和５９年建設省告示第１３４１号）」（以下「登

録規程」という。）第２条第１項の別表に掲げる全ての登録部門において登録を受

けていること。 

（９）本委託業務の実施において、必要に応じて以下の技術者等を配置できること。 

    Ⅰ．技術者  

１）次の要件を満たす社員がそれぞれ少なくとも１名以上在籍していること。 

①社団法人日本補償コンサルタント協会が定める「補償業務管理士研修及び検 

定試験実施規程（平成３年３月２８日理事会決定）」第３条に掲げる８部門全 

てにおいて同条第１４条に基づく補償業務管理士登録台帳に登録された補償 

業務管理士であり、かつ公共用地取得に関する補償業務について１０年以上 

の実務経験及び本業務の対象事業と同規模の事業における公共用地取得に関 

する補償業務について５年以上の指導監督的実務経験を有する者。 

     ②技術士（建設部門）の資格を有する者 

②一級建築士の資格を有する者 

      なお、参加表明書の提出期限までに当該登録がされていない場合は、契約締   



結までに登録されていること。 

   ２）技術者のうち、下記に示される同種業務について、１件以上の実務経験を有し、

本件業務に専任するものを主任技術者（業務責任者）として配置できること（実

績については、平成１８年度以降に完了した業務とする。） 

※同種業務とは、国、地方自治体等が発注した登録規程第２条第１項の別表およ

び「補償コンサルタント登録規程の施行及び運用について（平成２０年１０月

１日付国土用第４３号）」（以下「施行及び運用について」という。）の「８ 補

償関連部門」に定める補償説明等業務及び区分所有建物に道路計画線が存する

物件に関する補償説明等業務（用地補償技術業務を含む）を示す。 

Ⅱ．担当者 

   公共用地取得に関する補償業務について、１年以上の実務経験を有する者。 

（10）本業務における補償関係者と技術者、担当者間において、資本的及び人的関係がな 

いこと。 

（11）プライバシーマーク又は情報セキュリティマネジメントの認証を受けていること。 

または、自社において個人情報保護に関する規定を設けていること。 

 

３．提案書の提出者を選定する基準 

  本件では原則、参加資格の確認のみを行う。なお、資格審査の結果については、平成 

２７年２月２０日（金）までに通知発送する。 

 

４．企画提案書を特定するための評価基準 

（１）主任技術者の用地取得の実績 

（２）主任技術者の区分所有建物用地取得の実績 

（３）技術者の用地取得の実績 

（４）技術者の区分所有建物用地取得の実績 

（５）経験のある区分所有建物用地取得部分 

（６）技術者の確保 

（７）その他の専門技術者 

（８）個人情報管理の方針、体制 

（９）見積り金額の妥当性 

（１０）補償説明等への体制 

（１１）職員の接遇（苦情処理等）に関する取組み 

（１２）実施スケジュール 

（１３）業務実施方針の内容 

（１４）業務目標、公共用地取得への姿勢 

 

５．審査 

提出された提案書等は、別に定める審査委員会を設置し、要綱に定める審査事項に基 

づき審査を行う。なお、選定方法は書類審査としプレゼンテーションは行わないものと

する。 



審査予定日：平成２７年３月２５日（水） 

 

６．手続等 

（１）担当部署 

   世田谷区道路整備部道路事業推進担当課  

   本件担当：松本、村松 

   電  話：０３－５４３２－２５１８ 

   Ｆ Ａ Ｘ：０３－５４３２－３０６７ 

   E-mail：sea01200@mb.city.setagaya.tokyo.jp  
（２）説明書の交付期間、場所及び方法 
  １）交付期間 
    平成２７年２月２日（月）から平成２７年２月１６日（月）まで 
    （土・日・祝日を除く午前８時３０分から午後５時まで） 
  ２）場所及び方法 

①世田谷区ホームページよりダウンロード 

     http://www.city.setagaya.lg.jp/konnatoki/1009/1091/d00137886.html 

②世田谷区道路整備部道路事業推進担当課の窓口にて交付 
（３）参加表明書の提出期限、場所及び方法 
  １）提出期限 
    平成２７年２月１６日（月）午後５時必着 
  ２）提出場所 

    上記（１）本件担当課 

  ３）提出方法 

    持参による 

（４）提案書等の提出期限、場所及び方法 

  １）提出期限 

    平成２７年３月１７日（火）午後５時必着 

  ２）提出場所 

    上記（１）本件担当課 

  ３）提出方法 

    持参による 

 

７．その他 

（１）手続きにおいて使用する言語及び通貨：日本語及び日本通貨に限る 

（２）契約保証金：免除 

（３）契約書作成の要否：要 

（４）当該業務に直接関連する他の委託契約を当該業務の委託契約の相手先と随意契約に

より締結する予定の有無：有 

   件 名：東京都市計画道路事業幹線街路補助線街路第４９号線Ⅱ期道路事業用地取    

       得に係る補償説明等業務委託（平成２８年度） 

mailto:sea01200@mb.city.setagaya.tokyo.jp
http://www.city.setagaya.lg.jp/konnatoki/1009/1091/d00137886.html


（５）関連情報を入手するための照会窓口：上記６．（１） 

（６）区は、この案件に参加を表明した者及び企画提案書を提出した者の商号・各称並び

に企画提案書を特定した理由（審査経過等）を公表することができる。 

（７）詳細は説明書による 


